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未来への投資につながる保育制度改革
～子育てのインフラ整備を急げ～
白　石　真　澄
1．はじめに：子育て支援の重要性
　国立社会保障・人口問題研究所の調査1）によると、第 1 子の出産後に継続し
て仕事をしている妻は約27％となっており、育児休業制度（女性の育児休業利
用者の割合は2009年で85.6％）を利用して仕事を続ける妻は増加しているもの
の、仕事を続ける妻そのものは1985年以降25％前後で大きな変化はない（図表
1）。また、女性の就労をめぐる状況をみると、出産前に仕事をしていた女性の
約 6割が出産を機に退職している。さらに、出産を機に退職した女性の約 4分
の 1が、仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立が難しいという理由で仕事
を辞めている。これらのことから出産に伴う女性の就労継続は依然として厳し
いことが読み取れる。
　わが国の人口減少による将来的な労働力不足や女性の寿命の延びおよび老後
の生活設計を考えれば、女性が継続して働き続けられる環境づくりは重要で、
なかでも子育ての社会化をはかる保育所の拡充は喫緊の課題である。政府も保
育所の拡充により、子育てサービス従事者を16万人増加させ雇用の拡大をはか
ることや女性の就業継続による収入増が2020年度で3.3兆円見込めること、さら
には保育に関する新しいビジネスチャンスの創出など、保育サービス拡充での
副次的効果を見込む。
　本稿ではこれまでの少子化対策について概観するとともに、保育サービスの
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拡大につながる制度改革について述べたい。
2．歯止めをかけられない少子化
　私たちが体に変調をきたし、治療や投薬を続けても効果が見られない場合、
治療法を変え、病気がより深刻化しないように時間をかけて体質改善を行う。
わが国のこれまでの少子化対策を見ると、こうした当たり前のことが出来てお
らず、明確な目標設定や政策の検証も行わないまま、場当たり的で、効果の薄
い自己療法を続けてきたようなものだ。わが国では、1990年の「1.57ショック」
で少子化が取り沙汰されて以降、児童手当の対象年齢の拡大、さらには保育所
の待機児童ゼロ作戦など、数々の少子化対策が実施されてきた。
　「少子化対策」という名称が、若い世代に「産めよ、増やせよ」との無言の圧
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図表 1　子どもの出生年別、第一子出産前後の就業経歴の構成
注） 1歳以上の子を持つ初婚同士の夫婦について、第12～14回調査を合計して集計
データ：国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査　2010年」
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力を感じさせるという理由で、次世代育成支援策という名称に変更されて以降
も、その内容について目新しさは感じられない。2009年 9 月の民主党政権移行
後も、15歳以下の子どもの保護者に対し手当を支給する「子ども手当」の創設
や待機児童ゼロ特命チームの設立などが行われてきている。しかし、2011年の
合計特殊出生率は1.39と頭打ちで、　11年に生まれた子どもの人数である出生数
は前年比 2万606人減の105万698人で、統計を始めた1947年以降、最も少なかっ
た。少子化を食い止める政策効果は依然として現れていない。
3．総理のリーダーシップと国民的議論が必要
　子どもを持つか否かは個人の選択に委ねるべきで、国が個人の価値観に関与
すべきことではない。だが、夫婦の理想の子ども数（第14回出生動向基本調査）
は依然として2.3を超えており、理想の子ども数を持てない理由として、「子育
てや教育にお金がかかりすぎる」、「育児の心理的・肉体的負担に耐えられない」
など、社会で連帯して解決するべき事由が上位に挙がっている。
　このまま少子化傾向が続くと、労働人口や税収の減少、社会保障制度の持続
性など、国の根幹に多大な影響を及ぼす事が考えられる。政府は少子化対策の
重要性をもっと議論し、国民の理解を呼びかけるとともに少子化対策の道筋を
早急に示すべきである。そして子どもを持ち、働くことで生じるさまざまな雇
用機会逸失のリスク、経済的負担を社会としてどう補うかについて、消費税を
含む財源確保とともに議論し、政策の実行をすべきである。
　イギリスではかつてブレア元首相が自ら育児休業を取得して国民にキャンペ
ーンを行い、欧米先進国の中でも出産・育児関連の経済的支援が最も手厚いと
され、合計特殊出生率が 2を超えるフランスでは、子育て支援の家族給付制度
のみならず、子育て支援策が生活のすみずみまで行き届き、かつ、政策パッケ
ージとなっている。たとえば、子どもの数が多いほど税負担が軽減される「N
分N乗税制」の導入、保育所や保育ママの充実、大家族向け生活用品の割引制
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度、子どもが 3歳になるまでの休職制度などである。家族政策への国民的理解
を得て、家族政策への財政支出として、国内総生産（GDP）比で、日本の0.6
％に対し、2.8％（約 6兆4,500億円） を投じている。　
　さらにスウェーデンでは、出産休暇と育児休暇の480日は父母で分割すること
ができ、390日間は給与の80％、残りの90日間は 1 日60スウェーデンクローナ
（ 8 米ドル）の定額となるため、休暇日数の87％が消化されるなど取得率は高
い。そのため日本の保育所にあたるECEC2）には18か月未満の子どもはほとんど
おらず、 1 ～ 2 歳児の45％、 2 ～ 3 歳児の86％がECEC施設に在籍するなど、
日本と比べて在籍率が高い。 3歳未満の子どもをもつ女性の80.2％（フルタイ
ム44％、パートタイム36.2％）が仕事に就くなど、女性の労働力参加率も高い。
スウェーデンでは女性の社会参加を推し進めることで、少子化傾向からの回復
をはかった。
　一方のわが国で過去を振り返れば、「少子化の流れをなんとしてでも食い止め
る」という強い意気込みは国の歴代のリーダーからは感じられない。内閣府に
「少子化対策」の名称を冠した大臣がはじめて置かれたのは、2003年（平成15
年） 9月の小泉第 2次改造内閣であったが、それ以降、現在までの10年間で20
人の大臣が交代し、半年に 1人の少子化担当大臣がバトンを受け継いだ計算に
なる。これではPDCAサイクルにのっとった少子化政策の検証もおぼつかない。
4．ばら撒きと迷走を続けた民主党政権
　2012年12月の総選挙で、約 3年間続いた民主党政権から自公政権に交代した
が、「チルドレンファースト」をマニフェストで掲げた民主党政権下において
も、少子化傾向に歯止めはかからず、政策は迷走した。民主党が野党時代から
主張してきた政策である、15歳以下の子どもの保護者に対し手当を支給する「子
ども手当3）」は、保育所不足を解消するため幼稚園を保育所化する「幼保一体
化」、高校無償化とともに、子育て・教育分野のマニフェストの目玉であった。
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子ども手当の支給額は、初年度が毎月 1万 3千円、次年度以降は毎月 2万 6千
円を支給する予定であったが、2010年 6 月、財源問題により満額支給を断念し
た。子ども手当に必要な財源は初年度で 2兆2,500億円、満額支給ではその倍の
4兆5,000億円を必要とする。その財源については、当初、扶養控除等の廃止を
充てるとされていたが、これによって得られる税収増は扶養控除8,000億円、配
偶者控除6,000億円であり、子ども手当の必要経費には及ばないだけでなく、有
権者の反発を恐れて控除廃止は断念された。
　結果的には2010年 6 月から2011年 9 月までは受給者ごとに一律 1 万 3 千円、
同年10月から2012年 3 月までは 3歳未満と小学生までの第 3子以降が月額 1万
5千円、 3歳から小学生の第 2子までと中学生は月額 1万円が支給された。
　「子どもの育ちを社会全体で応援する」という名目でスタートした子ども手当
であるが、突き詰めて考えれば、少子化対策、親の育児支援か、それとも子育
てに報いる労働報酬か、意義と金額の妥当性についても議論がきちんと行われ
てこなかった。
　実際、子ども手当はどのように使われていたのか。厚生労働省は子ども手当
の使途について中学 3年生以下の子どもをもつ家庭にアンケート調査を実施し
た4）。使途で最も多いのが、「将来のための貯蓄・保険料」（41.6％）、「衣類・
服飾雑貨費」（16.4％）、「学校外教育費」（16.3％）であった。子ども手当支給
によって子どもを増やそう」と考えた家庭は、わずか8.5％に過ぎない。　
　子ども手当のようなばら撒きでどのような効果が発現するのか、また保育サ
ービスや放課後児童クラブ現物給付のためのインフラ整備とどちらを優先して
行うべきか、限られた財源の使途とその効果を検証する体制はまったく見えな
い。かつて、規制改革会議の専門委員をつとめた鈴木亘氏の論文5）によれば、国
の施設基準を緩和した民間参入による新しい保育サービスの実現、保育価格の
原則自由化等で、100万人の保育所利用者増を吸収するための公費財源は年間
7,000億円程度と見込まれ、子ども手当支給総額のわずか 4分の一の水準である。
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5 ．保育サービスの量的拡大こそ緊急課題
（ 1）待機児童の現状
　希望する保育所に申請をしながら、「空き」がなく待機する、いわゆる「待機
児童」数は全国に46,620人（2011年10月時点）で、 4月時点（25,556人）から
21,064人も増加した。一方で、急激な少子化で幼稚園では定員割れの施設が増
え、園児数は160万人とピーク時の 6割にまで落ち込んでいる。 3歳以上しか預
けられないという制約や子どもを預かる時間が 1日 4～ 5時間に限られる幼稚
園は、幼い子どもを持つ親の希望と施設の運営実態が合っていない。
　待機児童の半数が関東・関西の都市部に集中し、全体の82％が 0～ 2歳児の
低年齢児である。待機児童数の中には、「条件が整えば働きたい」とする潜在需
要やすでに保育所への入所を諦めた家庭の数はカウントされていない。また待
機児童の定義は2002年に変更され、認可保育所に入れなくても、家庭福祉員（保
育ママ）、自治体独自 の施策等で保育を受けている者など他の保育サービス受
けている児童は待機児童とみなされなくなった。
　また、厚生労働省は1999年に「待機児童の解消」という名目で、保育所の定
員を超えた子どもの受け入れについて、年度当初は定員の115％、年度途中から
は125％までの範囲内で子どもの定員オーバーを認め、さらに、2001年からは、
毎年10月以降の無制限の受け入れを認めている。これらのいわゆる「隠れ待機
児童」と呼ばれる存在は表面的な数字から除外され、待機児童数の実質的な数
は行政が把握している数をはるかに上回るとされる。
　厚生労働省が2008年に調査した結果によると、「現在は認可保育所を利用して
いないが、受け入れ先があれば子どもを預けたい」と考える家庭は全国に85万
世帯あることが明らかになっている。待機児童数は、保育所定員増もあり、2003
年をピークに減り始め、’07年に 1万7926人となったが、’08年以降は再び増加し
ている。不況の影響で働きに出る母親が増え、保育所定員枠を希望者が上回る
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ことのほか、供給が需要に追いつかないことが一因である。今後、未就学児童
の母親の就業意識がさらに高まれば、潜在的な待機児童はさらに増える。
（ 2）保育を普遍的なサービスに
　前述のように経年的にみて結婚・出産後も仕事を続けたい女性は増えている
ものの、第一子出産を機に女性の 6割が離職してしまう要因のひとつにも保育
所の定員不足が挙げられる。
　ベネッセ次世代育成研究所が、認可保育所に入所申請をした母親720人を対象
に調査した結果6）によれば、子育てしやすい環境のために必要なこととして、「保
育所の増設による待機児童の解消」が 6割超でトップであり、子ども手当のよ
うな経済的支援（24％）を大きく引き離している。働く女性にとって、保育所
不足は雇用機会と経済面、ダブルの損失につながる。
　こうした状況を背景に民主党政権下での目標として、 3歳未満児の保育所利
用割合を2014年度末までに35％に引き上げる計画が定められたが、現時点では
22.8％にとどまっている。また、両親の勤務形態の多様化にともなって、長時
間や夜間保育、病児保育など、幅広いサービスが求められているが、11時間保
育を基本とした公立保育所では限界がある。
　さらに、 6歳未満の子どもがいる世帯の核家族の割合は 8割まで進行し、子
育ての孤立や育児不安を抱える家庭も増え、全国の児童相談所に持ち込まれる
虐待の相談件数は 5万9862件（2011年）であった。統計をとり始めた1990年度
以降、21年連続で過去最多を更新し、10年前の2.6倍に増えた。こうした現象を
背景に母親の育児ストレスや子育て困難を取り除けるよう、本来は保育所に預
けられない専業主婦家庭が一時保育を望む声も多い。つまり保育サービスの量・
質両面での受け皿づくりを急ぎ、「子育て支援イコール共働き家庭」といった考
え方から、すべての家庭に対する子育て支援へとシフトさせる必要がある。
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（ 3）待機児童解消を含む壁
　自治体の中には独自に待機児童解消に取り組み、効果を出しているところも
ある。横浜市では待機児童数は2006年春を底に増加が続き、’10年春は1552人と
全国市町村別で 1番多かったが、その数を大幅に減らし ’12年10月 1 日の待機児
童数は前年比で1,161人減少（約79％減）し302人となった。保育所新設による
定員の拡充のほか、市内全18区に専門の相談員「保育コンシェルジュ」の配置
を行ったことが功を奏した。例えば、母親が週 2～ 3日勤務のパートなら幼稚
園の預かり保育で足りるのに、認可保育所しか知らない親は無理をして週 4日
以上働き、保育所に預けようとする。こうした情報提供によって家庭内保育室
などほかの選択肢も視野に入り、待機児童になるのを防ぐことが可能となる。
さらに2009年に市が民間保育所整備候補地を公募・選考し、その土地を保育所
整備運営法人に紹介する「保育所整備マッチング事業」も実施した。これ以外
にも市独自の基準に基づく認可外施設「横浜保育室」の新設のほか、 3歳以上
で定員割れの既存保育所では部屋割りの見直しなどで 0～ 2歳児の枠を拡充す
るなど、ハードとソフトの対策を組み合わせたことが待機児童の減少につなが
った。
　しかし、横浜市のように待機児童を劇的に減少させている自治体は稀で、多
くの自治体は待機児童の抜本的解消を図れていない。
　その主な理由としては、以下のようなものがある。
①安定した恒久財源がない
　どの自治体も公債費や人件費、扶助費といった「固定費」が増え、景気低
迷による税収減もあって財政が硬直化し、財源の自由度が少なくなっている。
さらに、子どもや子育て支援の対策は個別事業や所管、制度、財源が種々に
別れ、自治体が一気に保育所新設で保育サービスを増やそうとしても、その
ための財源が十分ではない。
②制度のしばり
　これまで公的な保育サービスは児童福祉法に基づき、土地や施設を備えた
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認可保育所によって行うことが原則とされていた。そのため保育サービスに
係る公的補助に対し、施設面や運用面、保育士の配置基準で厳格なルールを
設けてきた。たとえば、乳児室の面積は、1人につき1.62平方メートル以上、
ほふく7）室の面積は、 1人につき3.3平方メートル以上であることや、保育士
の配置基準は 0歳児概ね 3人に保育士 1人といった具合である。こうした全
国一律のルールはとりわけ高地価の都市部では不利に働き地域の実情に応じ
た工夫や設置をはばむ一因になってきた。
③場所の不足
　待機児童数が50人以上の特定の市区町村で、待機児童数全体の83％を占め、
その中でも上位20の市区で総数の43％を占めている。つまり、待機児童は都
市部に局地的に集中しており一方で高地価の都市部では保育所の場所の確保
は容易ではない。定員120人規模になれば最低でも1,200～1,500m2の土地が
必要となり、都市部でこうした一定規模の土地が無いことや、取得費用面で
の課題がある。
④人材の確保
　厚生労働省が「資格を有しているものの、保育の現場で働いていない潜在
保育士」の掘り起しを視野に、2011年に全国130の自治体を対象に行った調査
がある。保育士が「不足している」と回答した自治体が76％、また、認可外
施設をふくむ全国の公私立保育園（有効回答389園）への調査でも、保育士の
採用に「困難を感じる」と回答したのは74.5％あった。保育現場では子ども
の人数に対して保育士の人数が少なく業務負担が大きいこと、責任の重さ・
園内事故への不安、さらには低賃金、早朝出勤や休日勤務・サービス残業が
多い、といった理由以外にも就職先の選択肢が少ないことがあげられる。こ
うしたことから賃金など待遇の改善や勤務時間の調整を行わない限り、新規
需要に応じた保育士の確保は困難なことが明らかである。
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（ 4）“苦肉の策”とも言える待機児童解消
　2010年、当時の岡崎トミ子少子化担当大臣らによる政府の待機児童ゼロ特命
チームは11月末に待機児童対策解消策をまとめた。この対策によって保育サー
ビスの多様化をはかり、2011年度に約35,000人分の保育施設の定員増加をめざ
す計画に200億円の予算が計上された。
　具体的には保育サービスの多様化をはかるため、①家庭的保育を行う保育マ
マに自宅改修費の補助を拡大、②これまで対象外であった認可外保育施設にも
一定基準を満たせば公費助成を実施、また、保育所を整備する場所を確保する
ため、③公園用地や既存ビルの空きスペースの活用、④土地賃借料の補助　な
どを行う内容であった。さらに保育士を確保するため、⑤働いていない保育士
資格保有者の再就職支援　等も盛り込んだ。
　これまで補助金が出ていなかった「国の決めた基準を満たさない」認可外保
育施設にも補助が出るようになったことは一歩前進である。都市部など特に待
機児童の多い 0 ～ 2 歳児を対象に一般の住宅やマンションを保育室に転用し、
「家庭的保育事業」を行う動きが出ており、こうした動きを後押しすることにつ
ながる。しかし、今後、児童手当8）などの現金と現物の給付のバランスを考慮
し、現行の金額水準を維持しつつ、保育サービスの量的拡大で待機児童解消策
をはかるには、保育サービスの効率化が求められる。児童手当の支給が国債の
増発、地方へ負担を強いることに対しても反発は大きく、OECDは子ども手当
よりも保育施設の充実などを行うべきだと指摘している。これらをどのように
配分して児童を養育する家庭への支援を行なっていくかは、政府の少子化対策
の重要な課題である。
（ 5）制度をはばむ煩雑な手続き 
　政府が待機児童解消の受け皿にすべく、幼稚所と保育所の両方の機能を併せ
持つ「認定こども園」を計画し、設置をはじめたのが2006年10月で、2012年中
に全国で2,000か所を目途に設置を促進することになっていた。しかし、2012年
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4 月時点でその設置数は911か所と目標の半分にも到達していない。この制度
は、定員割れで廃園になる幼稚園が次々と出てくる一方、定員を増やしても保
育所の入園希望者は年々増えるため、幼稚園と保育所を一緒にした施設を作ろ
うという発想に基づいていた。
　認定こども園とは、「保育所及び幼稚園等における小学校就学前の子供に対す
る保育及び教育並びに保護者に対する子育て支援の総合的な提供を行う施設で
あり、都道府県知事が条例に基づき認定する。親が働いている・いないにかか
わらず利用できる施設」と定義される。
　認定こども園の類型は 4つあり、①幼保連携型：認可幼稚園と認可保育所と
が連携して一体的な運営を行うタイプ ②幼稚園型：認可された幼稚園が保育所
的な機能を備えたタイプ ③保育所型：認可された保育所が幼稚園的な機能（幼
児教育）を備えたタイプ ④地方裁量型 認可のない地域の教育・保育施設が認
定こども園として機能を果たすタイプ、である。こうした類型が非常にわかり
にくい上、施設数が伸びない壁は、法律と所管であった。幼稚園は教育基本法
に基づいた「教育施設」で文部科学省が所管、保育所は児童福祉法に基づいた
「福祉施設」で厚生労働省が所管する施設である。補助金もそれぞれの所管省庁
から支払われ、所管省庁が異なることで、手続きが二度手間になったり、幼稚
園で 0～ 2歳の乳幼児を預かるには厨房の設置や保育士の資格をもった人材を
新たに雇い入れる必要があり、経営側にはコストがかかることも一因であった。
　認定子ども園は同年齢の子どもを預かる類似施設に見えるが、親側にも幼稚
園は教育の場、保育所は親が働いている子どものための場という意識があり、
また母親の就労によって行事の開催に都合の良い時間帯も異なるなど、その 2
つを一緒にした施設への理解が進みにくい、という理由も設置が進まない背景
にあった。
　2012年 6 月に認定こども園を開設するための窓口を内閣府に一本化し、補助
金も統一する方向が示されたが、今後施設数が大幅に増えるかどうかは不明で
ある。
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6 ．保育制度の改革：官製市場からの脱却
（ 1）現行制度の問題点
　これまで述べたように利用者ニーズにきめ細かく対応していくには、保育所
を増やし、それぞれの事業者が切磋琢磨することでサービスの質を向上させる
必要がある。しかし、現行の保育所は官がサービスや料金、需要等をコントロ
ールする官製市場であり、利用者による自由な選択を妨げ、利用者間に不公平
をもたらしている。たとえば認可保育所を希望する者はまず、居住地の自治体
の保育課に申請をする。そこで、勤務形態や勤務時間、祖父母をはじめとする
保育をサポートする親族の有無など、行政によって保育の必要性が勘案され、
申込者の中で順位付けが行われ、定員に空きがあれば入所できる。保育制度は
1997年の児童福祉法の改正により、従来の措置制度から利用者の選択制に変わ
ったが、待機児童が解消され、自由に保育所を選べない限り利用者の選択は許
されない。また保育所側にとっては待機児童によるサービス需要が増え続ける
限り、経営努力をして入所者を増やさなくとも、入所者が行政から割り当てら
れることになる。
　また、保育料は自治体の財政状況によって若干異なるが、納税額に加え入所
する子どもの年齢と兄弟姉妹の順位、さらに一人親といった家庭の条件で決定
される。保育料は東京都渋谷区を例にとると、前年の所得税額によって29区分
に分かれ、 3歳児未満を 1人預けると 0～70,400円の範囲である。所得税が最
高分位の家庭（所得税が4,000,000円以上）が 3 歳未満の第二子を預けると
49,280円、三人目以降は無料と、下の子になるにつれて保育料は安くなる。
　ゼロ歳児を認可保育所で一人保育するのにかかる費用は一か月あたり37～45
万円とも言われ、保育料が 7万円であると仮定すれば、地方自治体から30～38万
円／月もの補助が出ている計算になる。保育所には入れない待機児童家庭や、専
業主婦の家庭にはこの年間360～456万円の補助金は払われていないことになる。
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　同様に 3歳未満の夜間の延長保育を毎日 1時間利用する際の月額料金は7,000
円で、これは800円から数千円程度（ 1時間当たり）の民間のベビーシッターの
料金とは比較にならない低価格である。渋谷区では認可保育所に入所できず民
間保育を利用する乳幼児のために月額25,000円の補助を行っているが、民間保
育所の保育料は年収や年齢による差がなく50,000～55,000円と認可に比べて高
額であり、その他入会金や食費の負担が追加的にかかる。
　このように、認可保育所に入れるか否かで、公費投入による利用者負担に大
きな違いがあり、保育所の量的拡大が行われない限り不公平が続く。ここでは
保育サービスの量的・質的拡大を図るための提案をしたい。
（ 2）民間企業の保育分野への参入促進
　保育所の新設がなかなか進まないのは、前述したように保育分野の大半を占
める認可・公立保育所に出されている補助金がある。認可保育所の運営経費の
8割に税金が投入され、残り 2割を保護者が負担する。財政難の折、この認可
保育所に手厚すぎる補助金構造が続く限り、各自治体は、認可・公立保育所を
新たに設置しづらい。また、現在公立の認可保育所は全国に11,000か所あるが、
公務員と民間職員の賃金を含めた処遇の差はあまりにも大きく、高コスト体質
である。多くの自治体ではすでに民営化や指定管理者制度の導入で、保育士の
採用を絞り込んでいるところもあり、今後、民営化の流れは止められない。
　政府は待機児童解消のため2000年に規制緩和を行い、株式会社やNPOにも
認可保育所の運営を認めてきた。しかし、保育所全体に占める民間企業の割合
はいまだ 2％である。その理由としては、施設整備に伴う国や自治体の補助金
は社会福祉法人などに限定され、新たに認可施設を作る場合、施設整備の 3／
4までの補助が得られるが、民間企業やNPOは全額自己負担で競争条件が同一
ではないことが挙げられる。また、国や自治体が助成する保育所運営費の余剰
金には使途制限があり、民間企業が株主への配当を行うことは困難である。保
育運営会社の株式会社JPホールディングスが実施した調査9）で、待機児童が存
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在する全国377の自治体のうち71.6％が条例または運用で民間企業の参入を認め
ていないことが明らかになった。待機児童数の多い東京23区のうち 5区も参入
制限をしており、規制緩和と官民のイコールフッティングが求められる。
　内閣府がすでに 6月に発表した「子ども・子育て新システム基本制度案要綱」
には一定の条件を満たせば保育所を開設でき補助金も受け取れる「指定性」が
盛り込まれた。待機児童数の多いとりわけ都市部において、保育所の基準緩和
により参入障壁が下がれば民間企業やNPOの参入は容易になる。
　内閣府の政策効果分析レポート「医療・介護・保育等における規制改革の経
済効果」（2003年）によれば、公営保育所の効率性が民間のベストプラクティス
保育所なみに改善し、既存の事業者も含め、多様な経営主体が自由に効率的な
経営を追求することで、公営・民間保育所を合わせた全体で生産性が33.9％上
昇すると分析している。
　さらに、日本経済新聞社が実施した「サービス業総合調査」2011年によると、
サービス業全体の売上高は0.4％減であるが、　保育サービスは22％増と売上を
伸ばしている。潜在成長力のある保育サービスの分野に民間が参入することで
経済の活性化にもつながる。
（ 3）保育の質について科学的な議論を
　厚労省は2013年 4 月から認可保育所の設置面積基準について、自治体独自で
設定できるようにし、今後は従来の国の一律的基準より狭くても開設できるよ
うになる。
　これまでわが国の認可保育所には保育士の人数や保育室の面積を定める「児
童福祉施設最低基準」があり、それ以外は「認可外」とみなされ、国の補助金
が出なかった。保育所への「民間参入」や「保育の基準の緩和」に対し、保育
団体や保護者から「保育はビジネスではなく福祉」、「基準緩和は保育の質の低
下に直結」といった反対意見が多く出されてきた。しかし、東京都独自の制度
である「認証保育所」は国の定めた面積・人員基準を緩和したもので、現在、
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都内に652か所、約22,036名の児童が入所している。施設数にして保育所全体の
26％、定員数では10.1％の規模に成長し、認可保育所よりもさらに 2時間長く
13時間開所している。延長・夜間・休日保育の実施率も高く、さらに、保育所
と利用者との直接契約であるため、「保育に欠ける」児童以外も預かることがで
きる。
　これまで民間企業は、「保育の質が下がる」ことを盾に、保育事業への参入が
阻まれてきた。株式会社が認可保育所に参入する際に、同じ私立である社会福
祉法人が受け取れる施設整備補助金が、株式会社に対して出されないのは「営
利主義」や「赤字になれば事業から撤退する」という業界団体や一部の利用者
からの不信感があるからである。確かに人命を預かる保育において「質」の問
題は見逃せない。それでは保育の質とは何か、東京都は保育サービスの質の向
上を図るため、保育所が東京都福祉サービス評価推進機構が認証した評価機関
の実施する福祉サービス第三者評価を受審することを薦め、評価の経費補助や
利用者への公表を行っているが、まだ一部でしかない。保育の質について、施
設基準、事故情報、利用者満足度などを含めた科学的な議論が必要であろう。
さらに、「保育の質」を問題にするのであれば、参入阻止されるべき主体は「劣
悪な保育をする運営者」であり、民間企業ではない。
（ 4）バウチャーと直接契約方式による格差是正
　’97年から従来の保育所入所方式であった「措置制度」から、利用者による選
択利用方式に移行したことは前述したとおりである。しかし、待機児童数が減
らない限りは利用者に選択の余地はなく、実際には、市町村が空きのある保育
所を割り当てる「措置制度」から完全に脱却できておらず、このため、利用者
の自由な選択に基づく「契約」とは程遠い。さらに認可保育所に入れるのは児
童福祉法に定められた「保育に欠ける子」（両親が共に昼間、就労しているこ
と、妊娠・病気療養中で児童の面倒を見ることができないなどの状況をさす）
に限定され、「保育に欠けるか否か」を市区町村が判断する。　保育料について
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も、認可保育所とそれ以外で大きな負担の違いがあり不公平感が生じているこ
とは（ 1）で述べた通りである。
　こうした問題を解決するには、高齢者の公的介護保険制度と同様、利用者が
希望する認可保育所に直接、入園申請を行い、利用者と保育所が直接契約する
「直接契約方式」を導入すべきである（図表 2）。
　つまり、市町村が就学前の児童を持つ全家庭を対象に、利用者の保育の緊急
度や必要とされる保育サービス量を定める「要保育度」を判断、利用者は希望
する保育所に直接申し込み、当該保育所が「要保育度」に基づいて、審査・決
定を行い、利用者と保育所が契約を行う仕組みである。この費用の一部に現在
の子ども手当てを充当して、利用券（バウチャー）を配付すればよい。
この結果、公的補助の手厚い認可保育所に比べて不利であった認可外保育所も、
競争条件が同一化し、「認可」、「認可外」といった保育所の区分、「公立」「社会
福祉法人」「株式会社」など経営主体の差に関係なく、多様な事業者が参入で
き、さらに保育所側にも利用者に「選ばれる」という意識が芽生え、サービス
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図表 2　保育所の直接契約制度のスキーム
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向上へのインセンティブが働く。
　その結果、現行制度ではなかなか進まない病時・延長保育などのサービス競
争も進む。
（ 5）応益負担制度の導入
　現在、認可保育所を利用する場合に利用者が負担する保育料は、福祉の観点
から利用者の所得に応じて徴収される応能負担の色が濃く残っている。つまり、
高額所得者であっても、付加的なサービスに対し、低額負担しかなされていない。
　そこで、前述の直接契約制度を導入することとあわせて、現行制度をサービ
ス内容に見合った対価を支払う応益負担方式とする。さらに、いわゆる「要保
育度」ごとに定められる公的補助の対象となる 1ヶ月間の保育サービス利用量
の限度を上回る「上乗せ・横出し」サービスについても、事業者が自由に料金
を設定できる応益負担方式として、保育料の設定方式の適正化を図る必要があ
る。もちろんこうした制度変更には、低所得者層や障害児を持つ家庭への経済
的負担軽減の配慮のみならず、保育所がどのようなサービス水準を維持してい
るかといった、利用者の選択に資するような情報提供が求められることは言う
までもない。
おわりに
　スウェーデン、デンマーク、フィンランド女性の就労を前提に保育制度や育
児休業制度などを整えた国は、わが国よりも高い合計特殊出生率を示している。
これまで述べてきたように、保育サービスの量的拡充はわが国の少子化対策の
中で重要な課題である。女性が就労継続することで労働人口の減少をおさえ、
税収も増え、社会保障制度を支える側にまわり、家事支援・育児などサービス
消費も増える。全世代型の社会保障の構築を目指す内閣府の子ども・子育て新
システム検討会議では、現在、就学前のすべての子どもが、親の生活スタイル
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にかかわらず、保育と学校教育法上に位置づけられた教育を受けられる総合施
設の創設が議論され、民間企業の参入促進も議論されてきた。女性の就労は日
本社会の経済成長を支える鍵でもあり、保育所が果たす役割は今後さらに大き
くなる。保育サービスの拡大について実効性ある制度ができることを期待したい。
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注
1 ） 国立社会保障・人口問題研究所「第14回出生動向基本調査」／2010年
2 ） Early Childhood Education and Care、質の高い乳幼児の教育とケアを行うための施設。
3） 自由民主党と公明党の要望により、年少扶養控除を復活させ、法律の名称も児童手当法
に基づく児童手当に戻し、子ども手当は2012年（平成24年） 3月31日をもって廃止された。
4） 調査は2010年12月、調査対象は中学 3年生以下の子どもを持つ保護者10,183人で、イン
ターネットを通じて実施。
5） 「財源不足下でも待機児童解消と弱者支援が両立可能な保育制度改革～制度設計とマイク
ロ・シミュレーション」2010年　学習院大学経済学部教授 鈴木亘氏の試算より
6） 2009年 4 月入園に向けて、首都圏の認可保育園に入園申請をした母親が調査対象、2009
年 9 月実施。
7） 腹ばいになって手と足ではうこと。
8） 3 歳未満、第 3 子以降の小学生までは15,000円、第 1 ・ 2 子の小学生まで、中学生は
10,000円、所得制限：960万円程度の上限がある。
9 ）JPホールディングスは名古屋市に本社を置く保育運営会社の最大手で、調査は2010年 5
月に実施。
